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Abstract 
Service researchers have employed routine dynamics theory to examine the practices on value co-creation 
routines. Prior research suggested that the manuals and work role behaviors of employees interact to enhance 
the effectiveness of routines. To facilitate comprehension of this phenomenon, our study investigated the complex 
interrelationship between the utility of manuals, the work role behaviors in the context of home visiting 
rehabilitation services. To conduct the fuzzy-set qualitative comparative analysis, questionnaires and monthly 
sales data were collected from 52 professionals in charge of rehabilitation at company A. The results showed 
three pathways that led to high sales and four pathways that led to low sales. The findings suggest that manuals 
contribute to high sales only when employees use them adaptively and take initiative to improve their work. Simply 
creating and distributing manuals is not enough to achieve high sales. 
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1 はじめに 

訪問リハビリサービスは理学療法士，作業療法士，

言語聴覚士などの国家資格者が要介護者宅を訪問して

提供されるリハビリテーションであり，受給者数や費

用額が上昇している（厚生労働省, 2023）．訪問リハ

ビリサービスでは高度な技術が要求される一方で，実

施できるサービス項目や介護保険利用時の利用頻度，

報酬額などの規制があり，事業者間の労働生産性にも

大きな格差がある（鈴木, 2021）．したがって，従業

員一人あたりの訪問件数を高めるための効率性向上

は，労働生産性を高めて組織を存続させるために無視

できない経営課題である．  
訪問リハビリテーションを営むサービス組織が，高

度で複雑な個別のニーズに応える訪問リハビリサービ

スに集中するために，その他の業務を効率的に遂行で

きるよう標準化を進めることは一つの方策だと考えら

れる．業務や行動の標準化を進めると多くの従業員が

似た行動パターンをとるようになり，標準化された業

務や行動については意識しなくとも実行できるように

なることで，より注意の必要な課題に集中できる可能

性がある（Becker, 2004）． 
組織のメンバーが同じ行動を繰り返すことで知識が

共有され，その知識に基づき生じる行動パターンはル

ーティンと呼ばれている（入山, 2019）．さらに，ル

ーティンの安定と変化に注目することをルーティン・

ダイナミクスと呼び，ルーティン・ダイナミクスは組

織の安定と変化に貢献するプラクティスについて研究

する経営学の一分野である（Feldman et al., 2016）．近

年，ルーティン・ダイナミクスは，価値共創のプラク

ティスをルーティンと見なすことでサービス研究に応

用されている（Tuominen et al., 2020）．我が国サービ

ス研究においても，従業員と顧客との価値共創の過程

において，サービスの標準化と即興性のメカニズムに

ついて関心が高まっている（本田, 2025）． 
一方，先行研究では特定の文脈における従業員行動

とルーティンの有効性との関係が記述されているた

め，結果を一般化することの困難さが指摘されている

（Gilstrap and Hart, 2020）．この課題を解決するため

にGilstrap and Hart（2020）は，ルーティン・ダイナミ

クスにおいて，従業員が熟達，適応，プロアクティブ

行動と見なせる行動をとると予想した．熟達

（proficient）行動は割り当てられた職務を遂行するこ

と，適応（adaptive）行動は環境の変化に対応するこ

と，プロアクティブ（proactive）行動は将来を見据え

て変化をもたらすための自発的行動である（太田ほ

か, 2016）．しかしながら，これら3種類の従業員行動

がルーティンの有効性にどのような影響を与えるのか

についての実証的研究は，進んでいない．さらに，サ

ービス組織の従業員行動にはマニュアルが影響する可
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能性がある．マニュアルと従業員の行動がどのように

相互作用し，ルーティンの有効性に影響するのかを明

らかにすることは，価値共創のルーティンを再設計し

たいサービス組織にとって重要である． 
本研究の目的は，訪問リハビリサービスにおいて，

マニュアルの有用さと，従業員の熟達，適応，プロア

クティブ行動との組み合わせが，売上とどのような関

係を有しているのかを明らかにすることである．目的

を達成するために本研究では，専門家による指導のも

とで，売上向上を企図したマニュアルを作成し，従業

員に展開していた訪問リハビリサービス企業Aを対象

にした．そして，企業Aでリハビリを担当する専門職

52名のアンケートと月別売上のデータを使用し，

fuzzy-set qualitative comparative analysis （ 以 下 ，

fsQCA）を用いて分析を行った．以降，先行研究レビ

ュー，本研究の方法，結果，考察について記載され

た． 
 
2 先行研究レビュー 
 本研究の分析モデル（図1）を作成するに際し，サ

ービス・ドミナント・ロジック（以降，S-Dロジッ

ク）を基盤に，ルーティン・ダイナミクス理論を取り

入れた．以降では，S-Dロジックにおける制度的ワー

ク，価値共創とルーティン・ダイナミクス理論，従業

員の行動とルーティンとの関係について，主要な論点

が要約される． 
 

2.1 S-Dロジックにおける制度とルーティン・ダイナ

ミクス 
S-Dロジックは公理または基本的前提を提供する一

般理論である（Brodie, 2017）．本研究に関連する公

理は，Vargo and Lusch（2016）で提示された公理5
「価値共創はアクターが生み出す制度と制度配列を通

じて調整される」（井上, 2021 p.35）である．制度

（institution）は，アクターによって作られた「ルー

ル，規範，信念」（井上, 2021 p.16）である．具体的

には，法律，非公式の社会的規範，ルーティン化され

たプラクティスなどが含まれている（Vargo and Lusch, 
2016）．また，制度配列（institutional arrangement）
は，制度と制度が相互作用する，つまり制度のまとま

りのことである（Vargo and Lusch, 2016）．Edvardsson 
et al.（2014）によると，価値共創は制度や制度配列に

よって調整されるが，調整過程に資源統合が関与して

いる．同論文によると，資源統合は，アクターによっ

て（複数の）資源が使用され資源の潜在的価値が実現

する方法のことであり，制度の影響を受ける．制度が

アクターに影響を与える一方で，アクターが制度に影

響を与えることもあり，制度とアクターの関係は再帰

的だと考えられている（Vargo et al., 2020）．また，制

度はアクターによって創造，維持，破壊され得る

（Lawrence and Suddaby, 2006）． 
本研究は，制度と行為の相互作用を組織内のプラク

ティスとして捉えるため，ルーティン・ダイナミクス

理論を導入する．組織ルーティンは「複数のアクター

が関与し，反復的で認識可能な相互依存的な行動のパ

ターン」（Feldman and Pentland, 2003 p. 96）である．

組織ルーティンは，a）遂行的側面（performative）と

b）顕示的側面（ostensive）という2つの側面から構成

されている．a）遂行的側面は個人がある状況下で実

行する特定の行動を指し，b）顕示的側面は抽象化さ

れたパターンである（Feldman and Pentland, 2003）．

さらに，マニュアル等のアーティファクト（artifact）
には組織ルーティンが記述されるだけでなく，組織の

構成員によるルーティンの実行を可能にしたり，制約

したりする可能性がある（ Pentland and Feldman, 
2005）． 

制度がより一般的なレベルでの行動指針になり，ル

ーティンの顕示的側面が特定の組織の行動パターンに

対する認識であるため，ルーティンの顕示的側面が制

度に対するアクターの認識の影響を受ける点でルーテ

ィン・ダイナミクス理論とS-Dロジックの関係は結び

付いている（Tuominen et al., 2020）．ルーティン・ダ

イナミクス理論は，ⅰ）価値共創のルーティンに関し

てアクター間で共有されている理解，非公式のルー

ル，そして規範を含む顕示的側面，ⅱ）資源統合や価

値が共創される過程における行為を含む遂行的側面，

ⅲ）マニュアルのような価値を共創するために適用さ

れる資源としてアーティファクトという3つの概念を

サービス研究者に提供してくれる（ Mele et al., 
2023）． 
 

2.2 従業員がルーティン・ダイナミクスに与える影

響 
プラクティスの視点からルーティン・ダイナミクス

を研究する場合，ある組織において特定の状況に置か

れたアクターによる特定のルーティンが強調される

（Parmigiani and Howard-Grenville, 2011）．特定の状況

とルーティンを詳細に分析するために，プラクティス

に注目したルーティン・ダイナミクスの先行研究は，

単一事例の定性的調査が採用されており，研究結果の

一般化可能性については限界があると指摘されている

（ Gilstrap and Hart, 2020; Parmigiani and Howard-
Grenville, 2011）． 
 研究結果の一般化可能性を高めるためにGilstrap and 
Hart（2020）は，従業員の役割に関してルーティンを

遂行する実行者（performer）と，ルーティンを指示す

る規定者（prescriber）に分類した．規定者が実行者に

指示することで顕示的側面の形成を試み，実行者が規

定者や他の実行者に自らの行動を示すことで遂行的側

面を形成しようとしている．さらに，同論文におい

て，Griffin et al.（2007）の熟達行動，適応行動，プロ

アクティブ行動とルーティン・ダイナミクス理論とを

組み合わせた概念的モデルが報告された．本研究の目

的と関連付けるため，以降では実行者の行動に注目す

る．はじめに，熟達行動は，ルーティンを適切かつ正

確に実行することを目的とするため，ルーティンの安

定化に貢献する（Gilstrap and Hart, 2020）．次に，適
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応行動は，Carpini et al.（2017）がGriffin et al.（2007）
を引用し，従業員が業務の変化に適応したり，必要に

応じて新しいスキルを学習したりすることと定義され

た．適応行動は，組織内で生まれた新しい行動パター

ンを取り入れることでルーティンに安定をもたらし，

環境の変化に対して新しい行動パターンで対処するこ

とでルーティンに変化をもたらす（Gilstrap and Hart, 
2020）．最後に， プロアクティブ行動は，「個人が

仕事の状況，仕事上の役割または自分自身を変えるた

めに自発的で，未来志向な取り組み」（Griffin et al., 
2007 p.332）である．ルーティン・ダイナミクスにお

いてプロアクティブ行動は，従業員が自ら新しい行動

パターンを生み出すため，ルーティンの変化に貢献す

る（Gilstrap and Hart, 2020）． 
 従業員レベルのルーティン・ダイナミクス研究は，

Griffin et al.（2007）の熟達，適応，プロアクティブ行

動を使用し，規定者と実行者との相互作用を通じて組

織ルーティンの安定と変化を説明するための概念的モ

デルが提示された（Gilstrap and Hart, 2020）．Gilstrap 
and Hart（2020）は，3種類の従業員パフォーマンスと

ルーティンとの関係を予測した点で，将来の実証研究

の方向を提示した．以降では，Gilstrap and Hart
（2020）を参考にした本研究の分析モデルが説明され

る． 
 

2.3 本研究の分析モデル 
 本研究の分析モデルを図1に描いた．分析モデルは

Gilstrap and Hart（2020）を参考に，訪問リハビリサー

ビスにおいて，マニュアルの有用さと，従業員の熟

達，適応，プロアクティブ行動との組み合わせが，売

上とどのような関係を有しているのかを明らかにする

ために作成された． 

ルーティンの有効性 
特定のルーティンに対して組織が設定した目標の達

成度合いは，ルーティンの有効性（例えば，ホテルの

タオル交換ルーティンの有効性が，タオル交換の削減

量）である（Bapuji et al., 2019）．我々は，訪問リハ

ビリサービスの従業員が，特定の条件構成によって，

より効率的または再現可能な遂行を生み出した結果，

稼働率が向上し，売上に結び付くと考えた．売上は稼

働率よりも遠位だが，観測可能な有効性指標である．

したがって，本研究においては，ルーティンの有効性

として売上を定めた．ただし，ルーティンは組織のた

めに行われる行為だが，その変化が必ずしも良い結果

を導くとは限らず，改悪もあり得る（Feldman et al., 
2021）．つまり，ルーティンの変化や安定がルーティ

ンの有効性を高めることを単純に仮定できない． 

マニュアルの有用さ 
ルーティン・ダイナミクスの観点からは，マニュア

ルはアーティファクトの一つとして従業員の遂行的側

面と顕示的側面の双方を形成する（Feldman et al., 
2021）．D’Adderio（2014）によると，アーティファ

クトと集団との特定の構成が，行為のパターンや顕示

的側面を形作り，遂行されるにつれてルーティンが変

化し，改善や革新などの様々な結果をもたらす．さら

に，アーティファクトによって従業員に認識された実

行可能な行為は，アーティファクトの設計と使用を通

じて変化したり，一貫性を支えたりする．このような

アーティファクトとルーティンの相互作用を従業員の

視点から考えると，ルーティンを指示する規定者は，

マニュアルを作成，更新することによって実行者の行

為のパターンに働きかけている．つまり，マニュアル

は，Gilstrap and Hart（2020）における規定者がルーテ

ィンを指示する手段の一つとして見なすことができ

る．  
サービスマネジメントにおいて，マニュアルはサー

ビスの標準化を目的に作成されている．サービスの標

準化は，マニュアルを通じて業務を学習できること，

サービスプロセスが体系化されていること，業務遂行

に要する時間が予測可能なこと，サービスの成果を定

量的指標以外でも記述されていること，サービスへの

投入要素を明確に定義されていることによって評価さ

れる（Weyers and Louw, 2017）．これらの評価観点

は，サービス組織のマニュアル作成で推奨されている

記載項目（実施事項，業務の基準，業務のプロセス，

方法，コツ）（サービス産業生産性協議会, 2015）と

も整合的である．マニュアル作成には，方法だけを記

載するのではなく，業務プロセスや，特定の業務に要

する時間，必要なモノや人，達成基準が記載されるこ

とで，サービスの標準化に貢献できると考えられる． 
サービス組織の従業員は，マニュアルに記載されて

いる標準的作業手続を理解することで，自身が求めら

れている役割と具体的な行動パターンとを結びつけ，

ルーティンの顕示的側面が形成される（高尾・王 , 
2011）．従業員はマニュアルから実行可能な行為を知

覚するため（D’Adderio, 2014），マニュアルに対する

従業員の主観的評価が顕示的側面の形成に影響し得

る．したがって，本研究においては，マニュアルの有

用さを標準的作業手続きの記載された文書が提供する

業務の透明性，明確性，予測可能性，学習支援，更新

容易性等に関する従業員の主観的評価と定義する． 

マニュアルの有用さと従業員の熟達，適応，プロアク
ティブ行動 
 特定業務の達成がルーティンの目的になる場合，組

織は，その行動パターンを管理するために，マニュア

ルなどのアーティファクトを活用してルーティンによ

り生み出される結果に影響を与えようとする

（Feldman et al., 2021）．影響を与える経路は，従業員

の熟達，適応，プロアクティブ行動で異なる．まず熟

達行動については，Gilstrap and Hart（2020）による

と，従業員が更新されたマニュアルを通じて新しい行

動パターンを再学習し，その実行において熟練した行

動を示すようになるとルーティンの安定に貢献する．

さらに，ルーティンの実行者が高い熟練度を示す場

合，ルーティンが安定し，望ましい便益が得られると

いう．また，標準的作業手続きはルーティンの安定化

を通じて選択肢の探索コストを減少させ，実行者がル
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ーティンを上手く遂行しようと繰り返し実行する努力

によりパフォーマンス変動を小さくできる（Feldman 
et al., 2021）．パフォーマンス変動が小さくなること

は，業務効率の向上による売上向上を期待できる．し

たがって，我々は，次の命題を提示する． 
命題1：マニュアルを有用と評価し，熟達行動ができ

ると高い売上を導く 
 適応行動に関しては，マニュアルの作成または更新

を通じてルーティンを変更する試みが，実行者の行動

変容をもたらすか否かは実行者の適応行動に依存して

いる（Gilstrap and Hart, 2020）．実行者は，マニュア

ルの変更に対して，適応しない，緩やかに適応する，

迅速に適応することを選択し得る（Gilstrap and Hart, 
2020）．また，特定の行動パターンを要求するアーテ

ィファクトを導入するに際し，実行者の顕示的側面の

形成を人事施策や訓練等で支援することで，アーティ

ファクトと望ましいパフォーマンスを結び付けること

が推奨されている（Pentland and Feldman, 2008）．実

行者がマニュアルを有用だと認識することは，アーテ

ィファクトと望ましいパフォーマンスが結び付いてい

ると考えられる．実行者は，マニュアルを有用だと評

価し，かつ自らの行動をマニュアルに応じて変化させ

ることで，マニュアルによって達成したいパフォーマ

ンスを発揮できると考えられる．したがって，我々は

次の命題を提示する． 
命題2：マニュアルを有用と評価し，適応行動ができ

ると高い売上を導く 
 プロアクティブ行動に関しては，実行者の先取り行

動によりルーティンの遂行的側面に変化を生じさせる

（Gilstrap and Hart, 2020）．プロアクティブな人々

は，自身の資源を高める環境を自ら創出することで高

いパフォーマンスを発揮する傾向がある（Fuller  and 
Marler, 2009）．サービス組織において，プロアクテ

ィブ行動は，顧客から高い評価を得られる傾向が報告

されている（Raub and Liao, 2012）．また，プロアク

ティブ行動がルーティンの変化に影響するためには，

他の従業員がプロアクティブ行動を認識し，適応する

ことでルーティンの顕示的側面も変化する必要がある

（Gilstrap and Hart, 2020）．プロアクティブ行動は，

ルーティンの変化の源泉ではあるが，ルーティンの変

化を生じさせるためには他者の適応が必要な点に注意

する．したがって，我々は次の命題を提示する． 
命題3：プロアクティブ行動ができると，高い売上を

導く 
最後に，ルーティンの変化や安定が，高い売上を導

くことを単純に仮定できず，高売上の条件組み合わせ

と低売上の条件組み合わせとが鏡像になることも自明

ではない．したがって，低売上の条件組み合わせにつ

いても分析する． 
 

 
図1 分析モデル 

 
3 方法 

3.1 企業Aにおける従業員のルーティンへの介入 
企業Aは，従業員数300名以下で訪問看護事業を運

営しており，サービスの高度化や複雑化，そして従業

員の効率性向上に取り組んでいた．例えば，企業A
は，従業員に売上目標を定めるなどのマネジメント・

コントロール・システムを取り入れ，企業経営の手法

を積極的に学んでいた．さらに，専門家による指導の

下で業務仕組み化プログラム（サービス産業生産性協

議会, 2015）に取り組んでいた．業務仕組み化プログ

ラムは，我が国企業におけるルーティン・ダイナミク

スの好事例と言われている無印良品のMUJIGRAM
（入山, 2019）から学び，様々なサービス組織でもル

ーティンを変え，安定させることができるように作成

された．企業Aは，業務基準書と呼ばれるマニュアル

を作成し，活用することで，従業員がより多くの利用

者を訪問できるようなルーティンを定着させようとし

た．例えば，企業Aは，ある事業所で従業員の訪問件

数を上げた好事例を分析し，他の事業所でも実践でき

るように標準的な方法を作成して従業員に展開し，一

人あたりの売上向上に成功していた．したがって，企

業Aは，マニュアルを活用して従業員のルーティンへ

の介入を試みている点で，本研究の対象として適して

いた． 
  

3.2 データの収集方法 
本研究は，企業Aでリハビリを担当する専門職52名

の従業員から共通方法バイアスの影響を軽減するため

に，原因と結果に関するデータが分けて収集された．

原因，すなわち説明条件に関するデータを収集するた

めに，従業員へのオンラインアンケートが行われた．

オンラインアンケートは，2023年11月9日～2023年11
月24日の期間に回収された．次に，結果に関するデー

タを収集するために企業Aから各従業員の2023年11月
から2024年3月までの売上（円）データが提供され

た．月によって売上が変動することを考慮し，5カ月

間の売上の平均値を使用した．なお，52名の従業員の

うち3名は4カ月分の売上データしかなく，1名は2ヶ月

分の売上データしかなかったため，利用可能なデータ

から平均値を求めた．オンラインアンケートのデータ

と売上のデータは，従業員の番号によって紐づけられ

た．  
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3.3 オンラインアンケートの設問 
表1にはアンケートの質問項目，平均値，クロンバ

ックα係数を記載した．オンラインアンケートは，先

行研究を参考に作成され，設問に回答する選択肢とし

て7段階のリッカート尺度（「1 = 全くそう思わない」

「7 = とてもそう思う」）が採用された．「マニュア

ルの有用さ」に関しては，Weyers and Louw（2017）
のサービスの標準化に関するフレームワークを参考

に，独自に6問の質問を作成した（クロンバックα = 
0.88）．質問項目の例は「業務基準書を使用すること

は，仕事に関する知識や技術の習得に役立つ」であ

る．従業員の熟達行動，適応行動，プロアクティブ行

動については，太田ほか（2016）の測定尺度を本研究

の調査対象に合わせて修正したものを使用した．そし

て各概念につき3問が測定された結果，適応行動を除

いた概念のクロンバックα係数は0.70以上を示したた

め，調査対象に対する測定尺度の信頼性に問題なかっ

た（Hair et al., 2019）．適応行動のみクロンバックα係
数が0.48と0.70未満の値になり信頼性が低かったため

（Hair et al., 2019），本研究で特に関心の強かった設

問「職務を遂行する手段の変化に対して取り組んでい

る」のみ分析対象とした．適応行動を除いた各概念の

状態は，尺度得点によって求められた．  
 

3.4 fsQCAによる分析 
本研究の目的は，売上という結果がどのような要因

の組み合わせによって実現されるかを明らかにするこ

とである．売上などの組織に関わる現象は複雑で，特

定の結果を導くシナリオは複数存在する可能性がある

（Fiss, 2007）．我々は，4要因（マニュアルの有用

さ，従業員の熟達，適応，プロアクティブ行動）が相

互に作用し，様々な経路によって高い売上を獲得する

と考える．この考えに基づき，4要因のどのような組

み合わせが売上を導くのかを特定する．このアプロー

チを実践するために，同一の結果を導く原因の異なる

組み合わせを明らかにできるfsQCAを採用した（Fiss, 
2007）． 

 fsQCAは集合論的方法であり，目的変数のことを結

果，説明変数のことを説明条件と呼ぶ（メロ , 
2023）．集合論的手法の特徴は，ある結果と説明条件

との関係を集合関係として理解できる点である（Fiss, 
2007）．例えば，熟達行動ができる従業員の集合と，

売上の高い従業員の集合を考えたとき，「熟達行動が

できる従業員は売上も高い傾向がある」という主張を

2つの集合が部分集合を形成しているとも表現でき

る．集合論的な分析では，結果と説明条件の組み合わ

せの関係が必要条件なのか，十分条件なのかを明らか

にすることができる（Ordanini et al., 2014）．必要条件

は任意の結果が生じるときに常に生じる条件であり，

十分条件は任意の条件が生じるときに常に結果も生じ

ていることである（メロ , 2023）．つまり，fsQCA
は，結果と説明条件の関係を相関ではなく，集合関係

として捉え，同じ結果に至る条件や条件組み合わせの

必要性，十分性を明らかにできる．このようなfsQCA

の特徴は，高い売上にいたるまでの異なる経路を明ら

かにできる点で，本研究の目的と整合する． 
fsQCAと回帰分析や因子分析などの多変量解析との

違いは，前者が集合論的アプローチであり後者が統計

的アプローチである（Fiss, 2007）．集合論的アプロー

チの場合，条件組み合わせが結果を導く結合因果，

個々の条件または条件組み合わせからなる複数の経路

が同じ結果を導く等結果性，結果を生じさせる条件組

み合わせは結果が生じない場合に対称的に反映されな

い因果非対称性を前提とする（メロ, 2023）．一方

で，統計的アプローチの場合，目的変数と説明変数と

の線形関係に注目しており，両者の相関行列を分析

し，個々の説明変数が目的変数に与える正味の効果に

関心がある（メロ, 2023）．多変量解析においても交

互作用項により組合せ効果を検討できるが，要因数が

増えるほどモデルは急速に複雑化し解釈も困難になる

（Fainshmidt et al., 2020）．このような交互作用項の限

界に対して，fsQCAは，結合因果を前提としており，

要因の組み合わせの解釈も比較的に容易である点で優

れている（Suzuki et al., 2023）． 
ルーティンの変化と安定は必ずしも良い結果を導く

とは限らず（Feldman et al., 2021），4つの条件の存在

（不在）の組み合わせと，高売上（低売上）との複雑

な関係があり得る．本研究において，売上に至る複数

の経路と要因間の関係を把握する必要があるため，

fsQCAは不可欠な分析方法である．さらに，fsQCAは

少数事例のデータ分析方法として認識されているため

（Aluko et al., 2022），本研究のサンプルサイズでも適

用可能である．  
fsQCAを実行する手続きは，Pappas and Woodside 

（2021）のガイドラインに基づき行われた．はじめ

に，説明条件と結果の値をファジー集合への帰属スコ

アに変換する必要がある．メロ（2023）によると，帰

属スコアは，0（完全非帰属）から1（完全帰属）の間

の任意の値をとり，0に近いほど特定の集合の外側に

位置し，1に近いほど特定の集合の内側に含まれるこ

とを意味している．また，帰属スコアが0.5の場合，

特定の集合の外側に位置するのか，内側に含まれるの

かの判断ができない状態であり，クロスオーバー・ポ

イントと呼ばれる．クロスオーバー・ポイントに当た

るケースは，データの欠損として扱われてしまう．  
ローデータを帰属スコアに変換するために，直接法

によるキャリブレーションが行われた．直接法におい

て，完全非帰属，クロスオーバー・ポイント，完全帰

属のそれぞれに閾値を指定する必要がある．適応行動

を除いた説明条件と結果のキャリブレーションでは，

52名のローデータから説明条件別に5パーセンタイル

を完全非帰属，50パーセンタイルをクロスオーバー・

ポイント，95パーセンタイルを完全帰属の閾値とされ

た．また，適応行動は7段階のリッカート尺度であっ

たため，2を完全非帰属，4をクロスオーバー・ポイン

ト，6を完全帰属の閾値とされた．設定された閾値と

ロジスティック関数が用いられてローデータが帰属ス

コアに変換された後，1未満の帰属スコアのケースに
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0.001 を加えることで，クロスオーバー・ポイントに

該当するデータの欠損を防いだ． 
fsQCAにおいて，単一条件が結果の必要条件となる

かを必要条件分析により検証し，結果を導く説明条件

の複雑な組み合わせを十分条件分析により求めた．ま

ず，必要条件分析については，帰属スコアを使い，4
つの単一の説明条件の整合性を計算した．必要条件と

は結果の上位集合であり，整合性が0.9以上のときに

必要条件とした（Dul, 2016）．次に十分条件分析につ

いては，単純な例を示せば，ある説明条件Xが結果Y
の部分集合と見なせる場合，XはYの十分条件であ

る．つまり，Xが存在するときは，Yも存在するとい

う意味である．そして，結果に対する十分条件の組み

合わせを明らかにすることが，fsQCAの核心である

（メロ, 2023）．  
十分条件の組み合わせを明らかにする過程では，論

理的に可能な説明条件の組み合わせ，結果，該当する

ケース数で構成される真理値表が作成される．任意の

説明条件の組み合わせが結果の集合に含まれる程度の

ことを整合性と呼ぶ（Dușa, 2024）．完全な部分集合

関係が存在すれば整合性スコアは1になる（メロ , 
2023）．整合性の低さは解に対する信頼性を損ねるた

め，真理値表の分析に含める説明条件の組み合わせの

カットオフ値として0.75以上が推奨されている．本研

究でもカットオフ値を0.75に設定した．また，本研究

は52ケースとサンプルサイズが小さいため，任意の説

明条件の組み合わせに該当するケース数のカットオフ

値が2に設定された．なお，説明条件数が4の場合，論

理的に可能な説明条件の組み合わせは16通りあり，推

奨されている最小ケース数は 16 である（メロ , 
2023）．本研究のケース数は52なため，推奨最小ケー

ス数よりも多い． 
本研究では，真理値表作成に先立つ記述的分析とし

て，条件間の同時出現の程度を把握するために共起行

列を作成した．具体的には，帰属スコアについて，交

差点を閾値として二値化し（0.5以上=1，0.5未満

=0），各条件ペアが同時に存在するケース数を要素と

する対称行列を作成した． 
本研究のfsQCAによる分析は，RのQCAパッケージ

によって行われた． 
 
4 結果 

4.1 条件間の共起行列 
表2は説明条件の共起行列である．対角要素から，

各条件が高水準となるケースは，適応行動が40件で最

も多く，次いで熟達行動36件，プロアクティブ行動29
件，マニュアルの有用さ26件であった．条件間の共起

については，たとえば適応行動と熟達行動の共起が28
件，マニュアルの有用さと適応行動が23件，プロアク

ティブ行動と適応行動が23件であった．条件間には一

定の重なりが見られた． 
 

4.2 必要条件分析 
表3は，売上が高い場合および低い場合それぞれに

ついて，4条件の存在と不在を単一必要条件として検

証した結果である．整合性は，売上が高い場合で0.56
～0.72，売上が低い場合で0.58～0.68の範囲にとどま

った．したがって，必要条件判定で用いられる整合度

基準（0.90）には達しておらず，売上の高低に対する

単独の必要条件とは判断されない．  
 

4.3 十分条件分析 
表4にfsQCAによる十分条件分析（中間解）の結果

を示した．●は条件の存在，⊗は条件の不在を表す．

また，簡略解でも保持される条件を中核条件として大

きい記号で示し，中間解のみに現れる条件を周辺条件

として小さい記号で示し，中立条件を空欄で表した

（Fiss, 2011）．なお，本文中で経路を表記するとき

は，斜字で示し，中核条件を太字とし，論理演算

ANDを「・」，NOTを「～」とした． 
高い売上に対しては，3つの構成（C1～C3）が導出

された．各構成の整合度は0.79～0.82であり，解整合

度は0.79，解被覆度は0.62であった．解整合度につい

て 0.75以上が望ましいとされる点を踏まえると

（Pappas and Woodside, 2021），本研究の高売上の解

は許容可能な水準にある．内訳として，C1はマニュ
アルの有用さ・プロアクティブ行動・適応行動→売上
が示された（粗被覆度=0.50，固有被覆度=0.08，整合

度=0.79）．C2はプロアクティブ行動・適応行動・～
熟達行動→売上が示された（粗被覆度=0.43，固有被

覆度=0.02，整合度=0.80）．C3は～マニュアルの有用
さ・プロアクティブ行動・～適応行動・熟達行動→売
上が示された（粗被覆度=0.33，固有被覆度=0.09，整

合度=0.82）． 
売上が低い場合については，4つの構成（C4～C7）

が導出された．各構成の整合度は0.76～0.83であり，

解整合度は0.75，解被覆度は0.76であった．構成の内

訳は，C4がマニュアルの有用さ・～適応行動→～売
上であった（粗被覆度=0.45，固有被覆度=0.07，整合

度=0.83）．C5が～プロアクティブ行動・～熟達行動
→～売上であった（粗被覆度=0.52，固有被覆度

=0.05，整合度=0.76）．C6が～マニュアルの有用さ・
適応行動・熟達行動→～売上であった（粗被覆度

=0.43，固有被覆度=0.07，整合度=0.83）．C7が～マ
ニュアルの有用さ・～プロアクティブ行動→～売上で
あった（粗被覆度=0.48，固有被覆度=0.01，整合度

=0.77）． 
以上より，高売上と低売上を同一の条件組み合わせ

の単純な反転で説明することはできず，複数の経路が

存在した．また，固有被覆度はいずれも大きくはな

く，構成間で説明領域が一部重複していることが示唆

された． 
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4.4 分析結果の頑健性評価 

キャリブレーションの閾値を変えた必要条件分析と十
分条件分析 
頑健性を確認するため，キャリブレーションにおい

て20パーセンタイルを完全非帰属，50パーセンタイル

をクロスオーバー・ポイント，80パーセンタイルを完

全帰属の閾値とし（Pappas and Woodside, 2021），必

要条件分析と十分条件分析を行った．まず，必要条件

分析については，主分析と同様に整合性が0.9以上に

なる単一の説明条件はなかった．次に十分条件分析に

ついては，表5に結果を示した．高売上について2つの

構成（C1，C2）が導出され，それぞれの整合度は

0.79，0.76であった．解整合度は0.78，解被覆度は0.33
であった．構成の内容は，C1がマニュアルの有用

さ・プロアクティブ行動・適応行動・～熟達行動→売
上であった．C2が～マニュアルの有用さ・プロアク
ティブ行動・～適応行動・熟達行動→売上であった．

低売上についても2つの構成（C3，C4）が導出され，

整合度は0.79，0.85であった．解整合度は0.82，解被

覆度は0.47であった．構成の内容は，C3がマニュアル
の有用さ・～適応行動→～売上であった．C4が～マ
ニュアルの有用さ・～プロアクティブ行動・適応行動
→～売上であった． 

主分析（表4）では，高売上に対して3つの構成，低

売上に対して4つの構成が得られていたのに対し，本

頑健性分析では高売上と低売上ともに2つの構成へ集

約された．一方で，主要な経路は概ね再現されてい

る．高売上について，マニュアルの有用さ，プロアク

ティブ行動そして適応行動の存在に対応する経路が維

持された．また，マニュアルの有用さと適応行動の不

在かつ，プロアクティブ行動と熟達行動の存在に対応

する経路も維持された．低売上についてもマニュアル

の有用さの存在と適応行動の不在という経路が再現さ

れた．なお，解被覆度は主分析（高売上0.62，低売上

0.76）と比べて，本頑健性分析（高売上0.33，低売上

0.47）では低下している．したがって，頑健性分析で

使用した閾値によるキャリブレーションは，解の一貫

性を損なわない一方，説明可能なケースを縮小させ

た． 

重回帰分析 
fsQCAの結果の補助的検証として，売上を目的変数

とし，マニュアルの有用さ，プロアクティブ行動，適

応行動，熟達行動を説明変数とする重回帰分析を実施

した．重回帰分析にはキャリブレーション前のデータ

を使用した．その結果，いずれの説明変数も統計的に

有意ではなかった．また，多重共線性は大きくなく

（VIF=1.20～1.45），残差の正規性も棄却されなかっ

た（Shapiro–Wilk p=0.795）．加えて，マニュアルの

有用さが他行動の効果を調整する可能性を考慮し，マ

ニュアルの有用さ×（適応行動＋熟達行動）の交互作

用を含むモデルも推定したが，いずれの説明変数も統

計的に有意ではなかった．なお，交互作用を含むモデ

ルではVIFが高く（VIF=12～32），推定値の不安定化

を懸念したため，説明変数を中心化した分析も行った

が結果に変わりはなかった．fsQCAは線形関係ではな

く因果複雑性を扱うため，重回帰分析の結果と一致し

ないこと自体は方法論的に不自然ではない（メロ , 
2023）．  
 
5 考察 
 本研究は，訪問リハビリサービスを提供する企業を

事例に，マニュアルの有用さと，従業員の熟達，適

応，プロアクティブ行動との組み合わせがいかに売上

の高低と関係するかを明らかにした．必要条件分析で

は，高売上や低売上のいずれについても単一条件で必

要条件を主張することは難しかった．十分条件分析で

は，高売上に至る3つの経路，低売上に至る4つの経路

が導出され，同一の結果に至る複数経路や，高売上の

条件を単純に反転しても低売上を説明できない因果非

対称性を確認した．以下では，十分条件分析により導

出された各経路をルーティン・ダイナミクスとS-Dロ

ジック（制度・制度配列による調整）の観点から議論

し，理論的貢献と実務的含意を提示する． 

高売上に至る3つの経路 
 第一に，マニュアルの有用さ・プロアクティブ行
動・適応行動→売上という経路が得られた．この経路

は，アーティファクトとしてのマニュアルが従業員に

実行可能な望ましい行為を知覚させ（D’Adderio, 
2014），何を，どの順番で，どの基準まで実施すると

いう共通の理解としてルーティンの顕示的側面を形成

し，適応行動により実際の行為である遂行的側面が変

化し，プロアクティブ行動によって自律的に変化も起

こす．このことは，マニュアルを通じた規定者主導の

新しいルーティンの安定だけでなく，行為者主導の新

しいルーティンの生成的メカニズムを示唆している

（Gilstrap and Hart, 2020）．また，マニュアルが価値

共創を調整するためには，アーティファクトの設計だ

けでは不十分で，実行者がそれを資源として統合し直

す行為（適応）と，自ら変化を前に進める行為（プロ

アクティブ）が必要だと考えらえる．  
第二に，プロアクティブ行動・適応行動・～熟達行

動→売上という経路が得られた．熟達はルーティンの

安定化に寄与すると言われていたが（Gilstrap and Hart, 
2020），本研究の結果は，一部の状況では低水準の熟

達行動が高売上と両立し得ることを示している．ルー

ティンは，活動に必要な認知効率や複雑性の軽減に貢

献することで，変化のための資源を確保する

（Feldman and Pentland, 2003）．熟達行動の水準が低

いということは，業務に対して認知的資源を節約する

ことができず，資源を多く消費するプロアクティブ行

動を起こすことが難しいと予測できる．これはルーテ

ィン・ダイナミクス理論による予測と，本研究の事実

とが矛盾しており，ルーティン・ダイナミクスとは異

なるメカニズムによって生じている可能性がある．例

えば，ルーティンは理想的パターンなど顕示的側面を

強化することで組織の行動パターンを硬直させること

がある（Feldman and Pentland, 2003）．しかしなが

ら，熟達できていない従業員は，何をするべきかの理
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解が強固ではない可能性がある．従業員は自身にとっ

て主要な認知的フレームの外で生じる出来事を認識で

きない傾向について報告されているが（Fligstein et al., 
2017），そもそも低水準の熟達行動者は既存の認知フ

レームを強化できておらず，組織にとって新しい行為

の探索や試行を妨げないこともあり得るのではない

か． 
第三に，～マニュアルの有用さ・プロアクティブ行

動・～適応行動・熟達行動→売上という経路が得られ

た．マニュアルを有用だと評価しておらず，業務の行

い方も適応させないが，熟達行動によってルーティン

が安定し，認知的資源の節約によってプロアクティブ

行動が生じることで，高い売上に至っていると考えら

れる．この経路には，マニュアルが有用だと知覚され

ていないこと，適応行動が高くないことという命題2
とは矛盾する部分を含む．熟達がマニュアルに代替し

得る高いレベルの内在化されたルーティン，すなわち

暗黙的な知識としての顕示的側面を形成している可能

性が高い．熟達した従業員はマニュアルに依存せずと

も業務知識を自身が保有しており，業務を安定して遂

行できることを示唆している．また，標準が内在化し

ているため，職務を遂行する手段の変化に対して取り

組む余地が小さい可能性もある． 

低売上に至る4つの経路 
 第一に，マニュアルの有用さ・～適応行動→～売上
である．マニュアルが有用と知覚されているにも関わ

らず適応行動が欠ける場合，マニュアルが示す実行可

能な行為を高く評価するものの，職務を遂行する手段

の変化に対応できずに低い売上に至ったと考えられ

る．実行者の適応行動が低ければ，マニュアルを通じ

たルーティンを変更する試みが実行者の行動変容をも

たらす可能性は低い（Gilstrap and Hart, 2020）．アー

ティファクトと望ましいパフォーマンスが結び付いて

おらず，マニュアルが示す望ましいパフォーマンスを

発揮することができないために，低い売上に至ってい

ると考える． 
 第二に，～プロアクティブ行動・～熟達行動→～売
上である．プロアクティブ行動と熟達行動が同時に欠

けると，低い売上を導く．熟達行動によってルーティ

ンが安定化すれば，ルーティンを自動的に，思考を必

要 と せ ず に 遂 行 で き る （ Feldman and Pentland, 
2003）．しかしながら，熟達行動ができず，業務の遂

行に大きな負荷がかかり，余裕のなさからプロアクテ

ィブ行動もできず，売上も低くなると考えられる．ま

た，プロアクティブ行動の欠如は，新しい行動パター

ンが生まれる契機を失っている．S-Dロジックの観点

でも，価値共創に必要なオペラント資源が不足し，制

度配列を活用・再構成することができない状態と解釈

できる． 
 第三に，～マニュアルの有用さ・適応行動・熟達行
動→～売上である．熟達行動と適応行動が高いにも関

わらず，マニュアルを有用だと評価しておらず，低い

売上に至っている．マニュアルなどのアーティファク

トは，情報提供を通じてルーティンの遂行的側面を導

くが，実際の行為を通じてアーティファクトの意味が

生まれるため，実行されなければ無意味である

（D’Adderio, 2011）．アーティファクトによるルーテ

ィンの顕示的側面の形成が十分ではないとき，人々は

共通の行動パターンを参照することができず

（Feldman and Pentland, 2003），協調することが困難

になると考えられる．適応行動や熟達行動により個人

的な最適化が生じていたとしても，アーティファクト

による顕示的側面の形成が不十分であれば，他者との

協調の困難さから余計なコストが生じ，業務効率の低

下を招いたことで低い売上に至った可能性がある． 
 第四に，～マニュアルの有用さ・～プロアクティブ
行動→～売上である．この経路は，「マニュアルが有

用だと知覚されない」うえに「プロアクティブ行動も

欠ける」という二重の欠損が，低売上と整合すること

を示す．ルーティン・ダイナミクスの観点では，顕示

的側面の弱さと変化を駆動する行為の欠如が重なるこ

とで，ルーティンが安定も更新もできず，非効率や品

質の揺らぎが固定化されやすい．業務効率が改善され

ないまま，低売上に至ったと考えられる． 

命題の更新 
 先行研究レビューでは，ルーティン・ダイナミクス

とS-Dロジックの議論に基づき，マニュアルの有用さ

と従業員行動（熟達・適応・プロアクティブ）が売上

に与える影響について，命題1〜3を提示した．しか

し，本研究のfsQCAによる十分条件分析の結果から，

命題1〜3をそのまま維持するよりも，本研究で観察さ

れた構成を踏まえて，命題を修正し，再提示すること

が適切であると判断した． 
 高売上について，分析では3つの経路（C1〜C3）が

導出された．ここから，マニュアルの有用さはそれ単

独で成果を導くのではなく，適応行動やプロアクティ

ブ行動と結びつくことで，はじめて売上に転化しやす

いと考える．また，マニュアルが有用だと知覚されな

い状況でも，熟達行動がマニュアルを代替し得る可能

性が示唆された．以上を踏まえ，高売上に関する命題

を次のように更新する． 
 
更新命題P1：マニュアルを有用と評価し，かつ適応行

動とプロアクティブ行動が併存する場合，高い売上を

導く 
更新命題P2：熟達行動が高くない場合でも，適応行動

とプロアクティブ行動が併存する場合，高い売上を導

く 
更新命題P3：マニュアルを有用と評価せず，適応行動

が高くない状況でも，熟達行動とプロアクティブ行動

が併存する場合，高い売上を導く 
 

5.2 理論的貢献 
本研究で明らかにされた事実は，次のような理論的

貢献が考えられる．はじめに，本研究の結果は，マニ

ュアルを通じて組織ルーティンの変化が促されている
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状況において，従業員の適応行動とプロアクティブ行

動が資源統合を成功に導く可能性を示唆している．S-
Dロジックに基づくと，アクターは，マニュアルや自

身の知識という資源を活用して受益者に価値を提案す

るため，マニュアルを上手く活用できる知識やスキル

が重要である（Vargo and Lusch, 2016）．他方で，プ

ロアクティブ行動は，資源の新しい使用方法を自ら提

案し，実行することで資源統合を成功に導く可能性が

ある．本研究の結果に基づくと，マニュアルが従業員

の適応行動によって活かされることや，従業員自身が

変化を主導する行動ことによって，よりよい資源統合

を実現できると考えられる．つまり，マニュアルと従

業員の適応行動，プロアクティブ行動の3つの条件の

組み合わせによって，新しい資源統合のルーティンの

安定化や変化を促す可能性を示した点で，本研究はS-
Dロジックの発展に貢献している． 

次に，本研究は本田（2025）で示された，従業員に

よる即興的な資源統合のうち，標準化可能なことが組

織ルーティンへと反映されるプロセスと整合する事実

を明らかにできた点で，我が国サービス研究に貢献し

ている．本田（2025）は，ケイパビリティの視点から

従業員レベルのルーティン・ダイナミクスについて考

察している．特に，新しいルーティンのアイデアを生

み出す点で即興性を強調し，そのアイデアの一部を標

準化させる点でルーティンの安定化を強調している．

前者についてはプロアクティブ行動，後者については

適応行動と対応すると考えられる．つまり，マニュア

ルの有用さ，プロアクティブ行動，適応行動の3つの

条件を同時に有する従業員は，マニュアルを通じた標

準的業務への適応と，自らも新しいアイデアを生み出

して実行する点で，本田（2025）で示された標準化と

即興のプロセスを促進する役割を担う可能性がある． 
 

5.3 実務的貢献 
本研究の成果は，次のような実務的貢献を示唆して

いる．マニュアルだけで従業員の売上を高めることは

難しく，従業員がマニュアルに応じて行動変容するこ

と，自ら新しい業務の行い方を試すことも同時に推奨

する必要がある．マニュアルを作り，配布して終わり

ではなく，従業員の行動まで伴わなければ高い売上を

導くことは困難である． 
売上を導く条件組み合わせは，複数あるため，全従

業員に対してマニュアルを徹底させる等の同じ施策を

講じることは効率的ではない．マニュアルへの評価や

従業員行動についてのアンケート調査から，高いまた

は低い売上を導く条件組み合わせを明らかにし，経路

ごとに施策を検討することができる．複数の条件が同

時に存在できるからこそ，従業員は自分に合う条件の

組み合わせについて検討したり，どの条件を高めれば

高売上の経路に近づくのかを考えたりすることができ

る． 
 

6 まとめ，限界，将来の研究 
本研究は，訪問リハビリサービスにおける業務効率

向上を目的としたマニュアルと従業員行動との相互作

用がルーティンの有効性にどのような影響を与えるの

かがfsQCAによって分析された．その結果，高い売上

を導く3種類の条件組み合わせと，低い売上を導く4種
類の条件組み合わせを示すことができた． 
本研究の限界は，サンプルサイズが小さいことや，

適応行動を単一項目で測定したこと，ルーティンの変

化や安定自体を直接測定していないこと，より多くの

サービスを提供するための業務効率に注目したことで

ある．将来の研究では，研究対象となるサービスの特

性に合う測定尺度を作成した上で，サンプルサイズを

大きくした実証的研究が望まれる．また，従業員が価

値共創に関与し，より良いサービスを提供する過程に

対して，本研究の結果は業務効率に注目した点で限定

的である．訪問リハビリサービスを提供する従業員

は，売上を高めるための業務効率向上よりも，医療ニ

ーズに応えることに対して強く動機づけられている可

能性もある．したがって，サービスの品質を向上さ

せ，利用者のwell-beingの向上に貢献できるようなル

ーティン・ダイナミクスについて研究することが求め

られる． 
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表1 アンケート調査項目の一覧，尺度得点または項目の平均値とクロンバックα係数 

概念 質問 平均 α 参考 

マニュア

ルの有用

さ 

業務基準書を使用することは，仕事に関する知識や技術の習得に役立つ 

27.7 0.88 

Weyers 
and 

Louw 
(2017) 

業務基準書には私たちの仕事のやり方が明文化されている 

業務基準書は，業務にかかる時間を予測することに役立つ 

業務基準書を活用または更新し続けることで，業務時間の短縮に役立つ 

業務基準書は業務の基準を達成することに役立つ 
業務基準書は，業務に必要な資源（人，時間，お金，モノ，場所など）

が明記されている 

プロアク

ティブ行

動 

職務をよりよく遂行するための手法を自発的に行っている 

13.7 0.72 

太田ほか

（2016） 

職務遂行の方法に関する改善案を考え出している 

職務遂行の方法を適宜変更している 

適応行動 職務を遂行する手段の変化に対して取り組んでいる 4.2   

熟達行動 

職務をうまく遂行している 

13.9 0.7 標準化されたやり方で職務を行っている 

職務を適切にやり遂げていると確信している 
備考：測定では7段階リッカート尺度を使用した．マニュアルの有用さ，プロアクティブ行動，熟達行動につい

ては尺度得点を使用した．αはクロンバックα係数である． 
 

表2 条件間の共起行列 

  マニュアルの 

有用さ 
プロアクティブ

行動 適応行動 熟達行動 

マニュアルの 

有用さ 26 16 23 18 

プロアクティブ

行動 
 29 23 23 

適応行動   40 28 

熟達行動       36 
備考：各条件の帰属スコア を 0.5 で二値化し（≥0.5=1，<0.5＝0），行と列の両条件が 1 となるケース数を表示

した．対角は各条件が 1 の件数である． 
 

表3 必要条件分析の結果 
  売上が高い   売上が低い 

条件 整合度 必要性の関連性 被覆度  整合度 必要性の関連性 被覆度 

マニュアルの有用さの存在 0.69 0.71 0.63  0.68 0.73 0.66 

プロアクティブ行動の存在 0.69 0.74 0.66  0.63 0.73 0.64 

適応行動の存在 0.72 0.67 0.62  0.68 0.67 0.62 

熟達行動の存在 0.71 0.70 0.64   0.68 0.71 0.65 

マニュアルの有用さの不在 0.64 0.76 0.65  0.63 0.78 0.68 

プロアクティブ行動の不在 0.62 0.73 0.62  0.66 0.77 0.69 

適応行動の不在 0.56 0.78 0.62  0.58 0.81 0.69 
熟達行動の不在 0.62 0.77 0.65   0.62 0.79 0.70 
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表4 fsQCAによる高い売上または低い売上の十分条件分析の結果 

  売上高い   売上低い 

条件 C1 C2 C3  C4 C5 C6 C7 

マニュアルの有用さ ●  ⊗  ●  ⊗ ⊗ 
プロアクティブ行動 ● ● ●   ⊗  ⊗ 

適応行動 ● ● ⊗  ⊗  ●  

熟達行動   ⊗ ●   ⊗ ●  

粗被覆度 0.50 0.43 0.33  0.45 0.52 0.43 0.48 
固有覆度 0.08 0.02 0.09  0.07 0.05 0.07 0.01 
整合度 0.79 0.80 0.82  0.83 0.76 0.83 0.77 

解被覆度 0.62  0.76 
解整合度 0.79   0.75 

備考：黒円は条件の存在を示し，×印は条件の不在を示す．また，大円は中核条件を表し，小円は周辺条件を

表し，空欄は中立条件を表す． 
 

表5 fsQCAによる十分条件分析の頑健性 

  売上高い   売上低い 
条件 C1 C2  C3 C4 

マニュアルの有用さ ● ⊗  ● ⊗ 
プロアクティブ行動 ● ●   ⊗ 

適応行動 ● ⊗  ⊗ ● 

熟達行動 ⊗ ●    

粗被覆度 0.23 0.16  0.29 0.27 
固有覆度 0.18 0.11  0.20 0.18 
整合度 0.79 0.76  0.79 0.85 
解被覆度 0.33  0.47 
解整合度 0.78   0.82 

備考：黒円は条件の存在を示し，×印は条件の不在を示す．また，大円は中核条件を表し，小円は周辺条件を表し，空欄は

中立条件を表す． 
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